
（危機管理室）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
防災情報共有システ
ムの構築 1,720万円 災害時の被害情報・雨量等各種防災情

報の収集・共有機能、避難勧告等の支
財源内訳 援機能、市民への情報提供機能等を備

えた防災情報共有システムを構築する。
　市債

1,720万円 　（整備スケジュール）

　　27年度　システムの実施設計、構
　　　　　　築

　　28年度　システムの構築、他シス
　　　　　　テムとの連携、運用開始

　（債務負担行為の設定）
事　業　名 期　　間 限　度　額

補 正 予 算 の 内 訳

防災情報共有シ
ステムの構築及
び運用・保守業
務委託

28～33年度 2億9,720万円

－1－



（企画総務局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

「ひろしま・わがま
ち２０１５」航空写 775万9千円 政令指定都市移行35周年及び被爆70周
真パネルの作成 年を機に、市域及び各行政区域の航空

財源内訳 写真パネルを作成する。

　一般財源 　　作成枚数　22枚
775万9千円

新
ふるさと納税特産品
贈呈事業 118万3千円

もに、広島ならではの特産品の知名度
財源内訳 を向上させ、本市のイメージアップを

図るため、１万円以上の寄附をした国
　一般財源 内在住の個人に対し、本市の特産品を

118万3千円 贈呈する。

　　贈呈品の品目　ザ・広島ブランド
　　　　　　　　　認定特産品及びひ
　　　　　　　　　ろしまグッドデザ
　　　　　　　　　イン賞受賞商品か
　　　　　　　　　ら選定

　　実施時期　27年９月１日以降の寄
　　　　　　　附を対象に実施

住宅団地の活性化の 新
推進 3,986万2千円 “まるごと元気”住宅団地活性化補

助事業 2,128万1千円

財源内訳
　　町内会・自治会、地区社会福祉協

　国庫補助金 　　議会等が、自主的・継続的に行う
3,986万2千円 　　住宅団地の活性化に資する取組を

　　支援する。

寄附への謝意をより具体的に表すとと
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

　　　住宅団地活性化プランの作成 700万円

　　　　団地が目指す将来像、課題解
　　　　決のための取組メニューや取
　　　　組体制について定めたプラン
　　　　を作成する。

円 　　　　　補助率10/10、限度額50万円

　　　空き家等を活用した住民間の交
　  　流拠点づくり 700万円

　　　　一般住宅の空き家等を活用し
　　　　て、地域活動や地域住民の交
　　　　流の場となる拠点を作る。

　　　　　補助率10/10、限度額50万円

　　　地域のコミュニティづくりに資
　　　する取組 700万円

　　　　①空き地を活用した菜園・花
　　　　　壇づくり
　　　　②プラチナ世代・リタイア世
　　　　　代等の地域デビュー支援
　　　　③交流拠点におけるネットス
　　　　　ーパー利用の環境づくり
　　　　④住民勉強会の開催
　　　　⑤その他住宅団地の活性化に
　　　　　資する地域独自の取組

　　　　　補助率（１事業当たり）
　　　　　　　　　１年度目　５／５
　　　　　　　　　２年度目　４／５
　　　　　　　　　３年度目　３／５
　　　　　　　　　４年度目　２／５
　　　　　　　　　５年度目　１／５

　　　　　限度額（１事業当たり）
　　　　　　　　　１年度目　10万円
　　　　　　　　　２年度目　８万円
　　　　　　　　　３年度目　６万円
　　　　　　　　　４年度目　４万円
　　　　　　　　　５年度目　２万円

　　　住民説明会用パンフレットの
　　　作成 28万1千円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
住宅団地活性化推進協議会の開催 80万8千円

　　学識経験者や団地住民等で構成す
　　る協議会を開催し、各種施策の効
　　果検証・分析や制度見直しなどの
　　フォローアップを行う。

ひろしま地図ナビの拡充 404万1千円

　　住民が地域の現状を把握しやすく
　　するため、ひろしま地図ナビ（統
　　合型地理情報システム）に人口や
　　世帯数などの統計情報等を追加す
　　る。

新
住宅団地における住替え促進モデル
事業（再掲） 1,373万2千円

　　住宅団地の自治組織が、空き家を
　　活用して子育て世帯の住替えを促
　　進するための取組を行う場合に、
　　空き家のリフォーム費や入居者の
　　家賃の一部を補助する。

新
三世代同居・近居支
援事業 907万円 子育てや介護などの支え合いを促進す

るとともに、地域コミュニティの次世
財源内訳 代の担い手の確保を図るため、小学生

以下の子がいる世帯が、市内に居住す
　国庫補助金 る親世帯の近くに住み替える（同居を

907万円 含む。）場合に、引越し費用等の一部
を助成する。

　　補助率　１／２

　　限度額　10万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
地域おこし協力隊を
活用した似島の活性 706万円 似島の持つ魅力や特性を活かした交流
化 活動のより一層の促進と地域コミュニ

財源内訳 ティ再生を図るため、地域おこし協力
隊を活用し、似島の活性化に取り組む。

　財産運用収入
11万4千円 　　地域おこし協力隊の募集 43万3千円

　一般財源 　　　配置人員　２人
694万6千円

　　　任用期間　27年10月～28年３月
　　　　　　　　（最長３年を限度に
　　　　　　　　　再任用可）

　　交流・活動拠点の開設 193万1千円

　　　フェリー乗り場近傍の空き家を
　　　活用し、来島者への休憩スペー
　　　ス、インフォメーションセンタ
　　　ー、地域住民の会合の場などと
　　　なる交流・活動拠点を開設する。

　　地域おこし協力隊の活動 469万6千円

　　　活動内容　①交流・活動拠点の
　　　　　　　　　運営
　　　　　　　　②地域住民と連携し、
　　　　　　　　　似島の活性化に資
　　　　　　　　　する事業を企画・
　　　　　　　　　立案・実施
　　　　　　　　③似島の魅力発見に
　　　　　　　　　つながる情報収集・
　　　　　　　　　発信
　　　　　　　　④来島者のためのレ
　　　　　　　　　ンタサイクルの貸
　　　　　　　　　出し
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
広島市まち・ひと・
しごと創生総合戦略 1,000万円 国のまち・ひと・しごと創生総合戦略
の策定 等を踏まえ、本市の人口ビジョン及び

財源内訳 総合戦略を策定するため、市民意識や
雇用動向などの調査・分析等を行う。

　国庫補助金
1,000万円

新
ＷＴＩＳ２０１５の
開催支援 262万円 国際電気通信連合（ＩＴＵ）が主催す

る国際会議が本市で開催される機会を
財源内訳 捉え、約80か国の政府高官に平和への

思いを共有してもらうとともに、新た
　一般財源 な交流の創出を図る取組を、県・市で

262万円 構成する実行委員会により実施する。

　　事業費　524万円
　　（負担区分）
　　　広島市　262万円
　　　広島県　262万円

　　実施内容　①歓迎レセプションの
　　　　　　　　開催
　　　　　　　②原爆死没者慰霊碑参

        　　　　　　　　拝・献花、平和記念
　　　　　　　　資料館見学
　　　　　　　③県内事業者による先
　　　　　　　　端ＩＣＴ機器のブー
　　　　　　　　ス展示
　　　　　　　④ＩＣＴに関する講演
　　　　　　　　会の開催
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（健康福祉局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
民生委員・児童委員
の活動しやすい仕組 165万5千円 民生委員・児童委員補助員の配置 54万5千円

みづくり
財源内訳 　　民生委員・児童委員の負担を軽減

　　し、担い手の確保を図るため、地
　一般財源 　　区民生委員児童委員協議会からの

165万5千円 　　申請に基づき、担当世帯数が多い
　　など民生委員・児童委員の負担が
　　大きい区域に、補助員を配置する。

　　　配置人数　50人

民生委員・児童委員活動への理解促進 111万円

　　地区の住民に活動内容への理解を
　　深めてもらうためのチラシを作成
　　するとともに、民生委員・児童委
　　員に、戸別訪問等の活動時に着用
　　してもらうための腕章を貸与する。

軽 費 老 人 ホ ー ム
ス プ リ ン ク ラ ー 2,940万円 スプリンクラーを設置する軽費老人ホ
整 備 補 助 あ あ あ ームに対して、その経費の一部を補助

財源内訳 する。

　国庫補助金 　　対象施設　軽費老人ホームいこい
2,940万円 　　　　　　　の園（西区）
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
地域介護予防拠点整
備促進事業 1億3,356万8千円 誰もが介護予防に取り組むことのでき
（介護保険事業特別 る地域づくりを進めるため、地域包括
会計） 財源内訳 支援センターが、コーディネーターと

なって、地域に開かれた住民運営の介
　国庫補助金 護予防拠点の開設に向けた支援等を行

3,339万2千円 う。

　県補助金 　　全地域包括支援センターで実施
1,669万6千円 　　（41か所）

　介護保険料
2,938万5千円

　支払基金交付金
3,739万9千円

　一般財源
1,669万6千円

高齢者地域支え合い
モデル事業 6,378万9千円 様々な地域団体等が行っている高齢者
（介護保険事業特別 の見守りに関する情報を集約し、地域
会計） 財源内訳 包括支援センターがこれらの活動のコ

ーディネーターとなって連携を強化し
　国庫補助金 ながら、地域全体で高齢者を支え合う

2,487万8千円 仕組みを構築するためのモデル事業の
拡充を図る。

　県補助金
1,243万9千円 　（拡充内容）

　　モデル事業の実施地域を拡大する。
　介護保険料

1,403万3千円 　　　８か所→24か所

　一般財源 　　　　
1,243万9千円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

福祉情報システムの
改修あああああ 6,595万5千円 27年４月に県から特別児童扶養手当の

受給資格の認定等に係る権限が移譲さ
財源内訳 れたことに伴い、福祉情報システムを

改修する。
　国庫委託金

6,595万5千円

新
障害者就労支援モデ
ル事業所の認定・顕 48万4千円 障害者の雇用の促進と生活の向上を図
彰制度あああ るため、障害者を多く雇用する事業所

財源内訳 等をモデル事業所として認定するとと
もに、その中でも模範となる優良事業

　一般財源 所を顕彰する。
48万4千円

　（認定項目）
　　①障害者を多数雇用する事業所
　　②障害者の就労に向けた実習生の
　　　受入れに積極的に取り組む事業
　　　所
　　③障害者就労施設に積極的に業務
　　　発注を行う事業所

新
データヘルス計画の
策定 507万6千円 特定健康診査の結果や診療報酬明細書
（国民健康保険事業 （レセプト）の情報を活用して、被保
特別会計） 財源内訳 険者の健康状態や医療機関への受診状

況などを把握・分析し、効果的かつ効
　一般財源 率的に保健事業を実施するためのデー

507万6千円 タヘルス計画を策定する。
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

広島赤十字・原爆
病院施設整備補助 1億6,150万3千円 広島赤十字・原爆病院６号館の改修に

ついて、県と共同でその経費の一部を
財源内訳 補助する。

　国庫補助金 　　総事業費　　17億9,447万5千円
1億766万8千円

　　補助対象額　 3億2,300万6千円
　市債 　　　　　　　　（総事業費の18％）

4,840万円

　　負担割合　県１／２、市１／２
　一般財源

543万5千円

新　　　 ハ サ ッ プ

地域連携ＨＡＣＣＰ
導入実証事業 319万8千円 食品の製造・加工の衛生管理において、

あらかじめ危害要因分析を行った上で
財源内訳 重要な工程を管理する方式（ＨＡＣＣ

Ｐ）の普及を図るため、国が行う実証
　国庫補助金 事業に参加し、その検証結果をとりま

319万8千円 とめる。

新　  がっそうぼ

市 民 合 葬 墓 整 備 1,780万円 遺骨を共同で埋蔵し、市が永代にわた
って管理する新しい形態の合葬墓を整

財源内訳 備する。

　市債 　　整備場所　高天原墓園
1,330万円

　　整 備 数　１基
　一般財源

450万円 　（整備スケジュール）
　　　
　　27年度　合葬墓整備

　　28年度　供用開始
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
公衆浴場での住民交
流促進事業補助 196万2千円 地域コミュニティの活性化及び公衆浴

場利用者の拡大を図るため、公衆浴場
財源内訳 施設における無料入浴日の設定等の住

民交流促進事業を行う公衆浴場組合に
　一般財源 対し、その経費の一部を補助する。

196万2千円

　　対象施設　物価統制令の対象とな
　　　　　　　る公衆浴場のうち、１
　　　　　　　日当たりの入浴者数が
　　　　　　　350人以下の公衆浴場

　　対象経費　①無料入浴日（年５回
　　　　　　　　を想定）における入
　　　　　　　　浴料金
　　　　　　　②体験型イベント等の
　　　　　　　　開催に要する経費

　　補 助 率　１／２
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（こども未来局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

児童相談所及びこど
も療育センター建替 600万円 狭あい化・老朽化している児童相談所
え１２３４５６７８ 及びこども療育センターを建て替える。

財源内訳
　　整備場所　東区光町二丁目

　一般財源 　　　　　　　（現在地）
600万円

　（整備スケジュール）
　　
　　27年度　　　基本計画

　　28・29年度　基本設計、実施設計

　　30～33年度　建設工事

地域子育て支援拠点
事業１２３４５６７ 98万9千円 地域団体が主体となって運営している

オープンスペースについて、総合補償
財源内訳 制度のある公民館以外で開催する場合

に、市が参加者の傷害保険料を負担す
　一般財源 ることで、親子が安心して参加できる

98万9千円 よう支援する。
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

新
妊娠・出産包括支援
事業１２３４５６７ 1,276万3千円 産前・産後サポート事業 384万6千円

財源内訳 　　妊産婦の自宅において、沐浴指導
　　等を行い、育児技術の習得支援を

　国庫補助金 　　行う。
638万1千円

　　　利用上限回数　４回
　一般財源

638万2千円 　　　自己負担上限額　2,500円／回

産後ケア事業 891万7千円

　　宿泊型ケア 451万5千円

　　　
　　　産婦人科病院等において、宿泊
　　　により、産婦の心身のケア等を
　　　行う。

　　　　利用上限回数　１回（７泊まで）

　　　　自己負担上限額　1万5,000円／泊

　　デイケア 84万円

　　　産婦人科病院等の日帰り利用に
　　　より、産婦の心身のケア等を行
　　　う。

　　　　利用上限回数　７回

　　　　自己負担上限額　7,500円／回

　　ヘルパー派遣 356万2千円

　　　産婦の自宅において、ヘルパー
　　　が家事や育児支援等を行う。

　　　　利用上限回数　10回

　　　　自己負担上限額　1,000円／回
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　　　　　　明

新
妊娠・出産包括支援
施設整備補助１２３ 691万2千円 広島県助産師会が開設する産後ケア事

業の実施施設について、その整備費用
財源内訳 の一部を補助する。

　国庫補助金 　　場　　所　安佐南区長束一丁目
345万6千円

　　開設時期　27年10月
　一般財源

345万6千円
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（環　境　局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
家庭用燃料電池設置
補助 1,503万5千円 家庭からの温室効果ガス排出抑制を図

るため、家庭用燃料電池を設置する者
財源内訳 に対し、その費用の一部を補助する。

　国庫補助金 　　補 助 額　５万円／台
750万円

　　補助台数　300台
　一般財源

753万5千円

環境施設災害復旧 5,250万円 玖谷埋立地において、昨年の豪雨災害
により土石流が発生する危険性が高く

財源内訳 なっている渓流に、砂防堰堤を整備す
る。

　国庫補助金
837万3千円 　（整備スケジュール）

　市債 　　27年度　用地取得、実施設計等
4,270万円

　　28・29年度　工事
　一般財源

142万7千円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
“ごみ”ニティ活動
支援事業 3,365万円 ごみ収集か所のステーション化の推進、

ごみステーションの適正な維持管理、
財源内訳 道路上のごみボックスの改善について、

地域コミュニティ主体の取組が行われ
　一般財源 るよう支援する。

3,365万円

　　ごみステーションの管理用具
　　の貸与等 3,123万3千円

　　　防水シート、からすよけネ
　　　ット又はごみ収集枠の貸与 2,298万3千円　

　　　ごみボックス購入等に対す
　　　る補助　 825万円　

　　　　　　　

　　　　補助率　３万円までは全額
　　　　　　　　３万円を超える部分
　　　　　　　　は１／２

　　　　限度額　５万円／台

　　道路上のごみボックスの改善活動
　　支援 119万6千円

　　　
　　　道路占用許可基準を満たさない
　　　ごみボックスの撤去や移設など
　　　の改善を図るための住民主体の
　　　活動を支援する。

　　地域環境指導員の活動支援 122万1千円

　　　地域においてごみ排出の適正化
　　　指導等を担っている地域環境指
　　　導員の活動を支援するため、活
　　　動マニュアルの作成等を行う。
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（経済観光局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
女性が再就職しやす
い職場環境づくりモ 972万円 出産等により離職した女性の再就職を
デル事業 促進するため、地元中小企業を対象に、

財源内訳 女性が働きやすい職場環境づくりに必
要なコンサルティング等の支援を行う。

　国庫補助金
632万1千円 　　対象企業数　10社程度

　一般財源 　（支援内容）
339万9千円 　　①企業診断等（現状分析、課題等

　　　の調査、改善策の提案など）
　　②再就職等に資する各種人事・労
　　　務制度の構築支援
　　③出産等により離職した女性との
　　　マッチング
　　④企業等への相談対応・助言、フ
　　　ォローアップ

新
電子マネー方式プレ
ミアム付き商品券使 1,280万円 広島県が実施する「電子マネー方式プ
用環境整備補助事業 レミアム付き商品券発行モデル事業」

財源内訳 で発行される商品券が、商店街の店舗
で使用できるよう、県の補助制度を活

　県補助金 用して、商店街組織に対し、カード読
1,280万円 取処理端末装置の購入等に係る経費を

補助する。

　　補助率　２／３

　　限度額　６万円／台
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
中山間地における中
小企業活性化支援事 1億2,083万円 中山間地に存在する中小企業による雇
業 用の確保や地域の活性化への取組に対

財源内訳 し支援を行う。

　国庫補助金 　　中山間地中小企業振興補助 9,083万円
1億2,083万円

　　　中山間地の中小企業の雇用を守
　　　るため、従業者数に応じて補助
　　　金を交付する。

　　　　対 象 者　市内の中山間地に事
　　　　　　　　　業所（床面積の合計
 　　　　　　　　 が1,000㎡以上）を
　　　　　　　　　有する中小企業

　　　　補助金額　事業所に係る従業者
　 　　　　　　　 数×２～３万円

　　　　限 度 額　500万円／企業

　　中小企業連携による中山間地の活
　　性化促進事業 3,000万円

　　　湯来地区の中小企業グループか
　　　らの提案を受け、各中小企業又
　　　はこれらが共同して行う中小企
　　　業や地域の活性化に資する取組
　　　に係る経費の一部を補助する。

　　　　対 象 者　湯来地区に事業所を
　　　 　　　　　 有する主要な中小企
　　　　　 　　　 業で構成する団体

　　　　対象事業　①中山間地の寒冷・
　　　　　　　　 　 積雪、通信回線の
　　　　　　　　　　不備等のハンディ
　　　　　　　　　　をカバーする設備
　　　　　　　　　　投資等
　　　　　　　　　②中山間地における
　　　　　　　　　  人材確保・育成や
　　　　　　　　　　事業活動のハンディ
　　　　　　　　　　をカバーする取組
　　　　　　　　　③地域コミュニティ
　　　　　　　　　　の維持・再生につ
　　　　　　　　　　ながる取組

　　　　補 助 率　３／４

　　　　限 度 額　3,000万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
ＭＩＣＥ推進のため
のシンポジウム開催 101万4千円 本市、広島大学及び広島観光コンベン

ションビューローの３者で、コンベン
財源内訳 ションの誘致・開催のための連携・協

力に関する協定を締結し、その取組の
　一般財源 一環として、シンポジウムを開催する。

101万4千円

　　場　所　広島国際会議場

　　

地産地消推進モデル
事業の拡充 107万4千円 市立学校給食の年間スケジュールに応

じて、市内産農産物を市場に出荷する
財源内訳 生産者グループに対して奨励金を交付

するモデル事業を拡充する。
　一般財源

107万4千円 　　奨励金額　卸売金額の17％

　（拡充内容）
　　奨励金の交付対象品目に、市立保
　　育園給食で用いるオクラ、さやい
　　んげん、さといも、なすを追加
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
農業継承円滑化支援
事業１２３４５ 900万円 本市の市街地及びその周辺地域等にお

いて、高度な技術を生かした生産性の
財源内訳 高い都市型農業の生産体制を継続して

いくため、農業経営に意欲のある後継
　国庫補助金 者に対し、本市独自の支援を行う。

900万円

　　農業継承初期支援給付金 300万円

　　　対象者　認定新規就農者のうち、
　　　　　　　次の条件の全てを満た
　　　　　　　す者
　　　　　　　①国の青年就農給付金
　　　　　　　　の交付対象とならな
　　　　　　　　い者
　　　　　　　②農業を20年間継続す
　　　　　　　　る見込みの者
　　　　　　　③前年の農業所得が
　　　　　　　　250万円未満の者

　　　交付額　100万円／年（５年間
　　　　　　　を限度に交付）

　　農業経営に必要な施設の整備等に
　　対する補助 600万円

　　　対 象 者　農業継承初期支援給
　　　　　　　  付金の交付を受けて
　　　　　　　　いる者

　　　対象事業　①ビニールハウスな
　　　　　　　　　ど農業用施設の整
　　　　　　　　　備
　　　　　　　　②トラクターなど農
　　　　　　　　　業用機械の購入

　　　補 助 率　１／２

　　　限 度 額　対象事業ごとに100
　　　　　　　　万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

“ひろしまそだち”
地産地消推進事業 34万円 仲卸業者と生産者との意見交換の場の

設置 14万円

財源内訳
　　仲卸業者と生産者との間で、消費

　一般財源 　　者の志向や生産する農産物の特長
34万円 　　などについて、情報交換を行い、

　　“ひろしまそだち”産品の消費拡
　　大に向けた意見交換を行う場を設
　　ける。

“ひろしまそだち”産品を原材料とし
た新商品開発等に対する支援 20万円

　　“ひろしまそだち”産品を原材料
　　とする優れた新商品の開発をしよ
　　うとする事業者や、調理レシピの
　　作成をしようとする大学に対し、
　　食材の提供を行う。

新
クロダイ活用促進
事業１２３４５６ 64万円 県別の漁獲量が全国１位であるクロダ

イの新たな活用策を確立するため、ク
財源内訳 ロダイを原材料とする優れた新商品の

開発をしようとする事業者に対し、開
　一般財源 発に要する経費を補助する。

64万円

　　対象経費　クロダイの購入費用な
　　　　　　　ど直接開発に要する経
　　　　　　　費（人件費や事務所費
　　　　　　　は対象外）

　　限 度 額　30万円
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（都市整備局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

豪雨災害被災者への
支援 2,878万6千円 被災者への仮住宅の提供 2,482万円

財源内訳 　　昨年８月20日の豪雨災害の被災者
　　が安心して将来設計できる環境を

　一般財源 　　整えるため、自宅の再建、修理又
2,878万6千円 　　は取得を予定している者について、

　　民間賃貸住宅等の入居期間を延長
　　する。 　

　　　入居期間　28年８月末まで

新
被災者の生活再建支援 396万6千円

　　被災者からの生活再建に関する多
　　様な相談事項のうち、専門家の対
　　応が必要な相談について、専門家
　　を派遣し、個別に相談できる機会
　　を設ける。

　　　弁護士等　月12回程度

豪雨災害被災地の復 新
興まちづくりの推進 7,797万円 地域の復興まちづくり活動への支援 197万円

財源内訳 　　町内会や自治会等の地域団体の相
　　談に応じて、コンサルタントの派

　市債 　　遣等を行い、地域が主体となって
6,460万円 　　取り組むまちづくりプランの作成

　　を支援する。
　一般財源

1,337万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

市道の拡幅等 3,240万円

　　安佐南区　２路線 1,440万円　

　　　測量・実施設計等

　　安佐北区　１路線 1,800万円　

　　　測量等

　　（整備スケジュール）

　　　27年度　測量・実施設計等
 
　　　28～31年度　用地取得、工事等

普通河川改良 4,360万円

　　安佐北区　６河川

　　　測量・実施設計等

　　（整備スケジュール）

　　　27年度　測量・実施設計等

　　　28～31年度　用地取得、工事
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

西広島駅北口地区の
まちづくりの推進 4,494万3千円 26年度に実施した西広島駅北口地区住

民等へのアンケートの結果を踏まえ、
財源内訳 北口地区における土地区画整理事業の

実現に向けた詳細な検討を行うととも
　国庫補助金 に、今後のまちづくりに活用するため

110万円 の用地を取得する。

　基金繰入金 　　土地区画整理事業の実現に向け
3,500万5千円 　　た詳細な検討 993万8千円

　一般財源 　　用地の取得 3,500万5千円

883万8千円 　　（開発事業特別会計）

県施行港湾整備事業
負担金 2億2,600万円 五日市地区の上屋の整備 2億円

財源内訳 　　港湾倉庫として活用するとともに、
　　大型旅客船入港時の乗船客の受入

　市債 　　れ対応機能を兼ねた施設を整備す
2億2,600万円 　　る。

　　事業費　4億円
　　（負担割合　県１／２、市１／２）

出島地区の荷役機械の改良 2,600万円

　　事業費　1億3,000万円
　　（負担割合　県１／２、市１／２）

　（債務負担行為の設定）
事　業　名 期　　間 限　度　額

県施行出島地区
ガントリークレ
ーン改良事業負
担金

28年度 3,900万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
立地適正化計画の策
定に向けた取組 800万円 居住機能や福祉・医療・商業等の都市

機能を誘導するための施策等を定めた
財源内訳 立地適正化計画の策定に向け、区域設

定等に必要となる基礎調査を行う。
　国庫補助金

400万円 　（スケジュール）

　一般財源 　　27年度　基礎調査
400万円

　　28年度　都市機能誘導区域に係る
　　　　　　計画策定

　　30年度　居住誘導区域に係る計画
　　　　　　策定

魅力ある都心づくり
推進事業 1,400万円 広島都市圏の発展をけん引する役割を

担う都心部におけるにぎわいの創出や
財源内訳 回遊性の向上に県市が連携して取り組

む。
　県負担金

700万円 　　都心活性化プランの策定 1,000万円

　一般財源 　　　28年度での都心活性化プランの
700万円 　　　策定に向けて、経済界、有識者

　　　等による懇談会や都心の活性化
　　　に関するシンポジウムなどを行
　　　う。

　　都市計画制度を活用した都心部の
　　活性化 400万円

　　　モデル地区を設定し、街並み誘
　　　導型地区計画などの都市計画制
　　　度を活用した地区の活性化検討
　　　を行う。

　　（負担割合　県１／２、市１／２）
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

広島駅南口地下広場
大型映像表示装置の 3,200万円 広島駅南口地区のにぎわいの創出に寄
更新 与するため、老朽化した大型映像表示

財源内訳 装置を更新する。

　国庫補助金
1,600万円

　市債
1,440万円

　一般財源
160万円

原爆ドームの保存整
備 4,750万円 耐震対策 4,500万円

財源内訳 　　補強工事

　国庫補助金
2,250万円 史跡原爆ドーム保存技術指導委員会の

開催等 250万円

　基金繰入金
2,500万円 　　耐震対策及び補修についての意見

　　聴取
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

安佐動物公園の活性
化 1,000万円 ガイド用スマートフォンアプリの導入 370万円

財源内訳 　　スマートフォンを活用した園内案
　　内・動物解説システムを導入する。

　一般財源
1,000万円

施設案内看板の設置 270万円

　　安佐動物公園までの経路沿道に案
　　内看板を設置し、施設の立地をＰ
　　Ｒする。

　　　８か所（勝木安古市線沿道）

姉妹動物園との交流 160万円

　　26年度に姉妹動物園提携を結んだ
　　ホノルル動物園に職員を派遣し、
　　飼育技術の向上や展示の充実に役
　　立てる。

動物解説サインの更新 120万円

　　28か所

宮島水族館との連携 40万円

　　より効果的に誘客促進を図るため、
　　宮島水族館と連携して、共同ポス
　　ターの作成等の広報活動を展開す
　　る。

寄附募集に係る看板等の作成 40万円

　　安佐動物公園整備に係る財源を確
　　保するための寄附募集について、
　　看板やリーフレットを作成し、来
　　園者や市民等への周知を図る。
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
がけ地近接等危険住
宅移転補助事業 3,211万6千円 土砂災害特別警戒区域等の区域内に存

する既存不適格住宅等を対象に、除却
財源内訳 費や移転先の住宅の建設又は購入に係

る経費（借入金利子相当額）を補助す
　国庫補助金 る。

1,605万8千円

　　除却費補助
　県補助金 　

802万9千円 　　　補助率　10／10

　一般財源 　　　限度額　80万2千円／戸
802万9千円

　　建設費補助

　　　補助率　10／10

　　　限度額　722万7千円／戸

新
住宅等の土砂災害対
策改修補助事業 607万2千円 土砂災害特別警戒区域内の住宅等につ

いて、外壁強化など、土砂災害に対し
財源内訳 て安全な構造にするための改修に要す

る経費の一部を補助する。
　国庫補助金

303万6千円 　　補助率　改修工事費の23％

　県補助金 　　限度額　75万9千円／戸
151万8千円

　一般財源
151万8千円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
老朽空き家対策事業 2,027万9千円 老朽空き家の所有者に対する適正管理

の指導や除却支援など、今後の空き家
財源内訳 対策の検討に向け、現状を把握するた

めの実態調査を行う。
　国庫補助金

1,008万5千円

　一般財源
1,019万4千円

新
住宅団地における住
替え促進モデル事業 1,373万2千円 住宅団地の自治組織が、空き家を活用

して子育て世帯の住替えを促進するた
財源内訳 めの取組を行う場合に、空き家のリフ

ォーム費や入居者の家賃の一部を補助
　国庫補助金 する。

1,373万2千円

　　リフォーム費補助

　　　補助率　リフォーム費用の１／２

　　　限度額　50万円／戸

　　家賃補助

　　　補助率　家賃の１／２

　　　限度額　2万円／月・戸

　　　補助期間　最大24か月間
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（道路交通局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

自転車都市づくりの
推進 4,133万5千円 民間駐輪場整備費補助 1,000万円

財源内訳 　　公共の用に供する駐輪場を整備す
　　る者に対する補助制度を拡充する。

　一般財源
4,133万5千円 　　　補助予定台数　150台分

　　（拡充内容）
　　　補助率　１／２→２／３

建築物における駐車施設の附置等に
関する条例等の改正に向けた調査 3,133万5千円

　　国から駐車場附置義務を緩和する
　　方針が示されたことを踏まえ、建
　　築物における駐車施設の附置等に
　　関する条例の改正に向けた実態調
　　査等を行う。あわせて、慢性的な
　　駐輪場不足に対応するため、自転
　　車等の放置の防止に関する条例の
　　改正に向けた検討を行う。
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

都心の歩行環境改善 新
の推進 920万円 楕円形の都心づくりを支える歩行環境

の整備 450万円

財源内訳
　　楕円形の都心における回遊性の向

　県負担金 　　上とにぎわいの創出に向け、「広
225万円 　　島駅周辺地区の歩行者ネットワー

　　ク整備計画」及び「紙屋町・八丁
　一般財源 　　堀地区の歩行環境整備計画」、両

695万円 　　地区をつなぐ「西国街道を軸とし
　　たにぎわいづくり計画」の基本方
　　針を取りまとめる。

　　（負担割合　県１／２、市１／２）

袋町裏通りの整備 470万円

　　袋町裏通りにおける歩車共存道路
　　の整備に向け、自動車利用実態調
　　査や荷さばき実態調査を行うとと
　　もに、道路整備計画案の検討を行
　　い、沿道店舗、周辺居住者との勉
　　強会を開催する。

道 路 整 備 3億1,928万円 牛田東地区道路整備 3億1,280万円

財源内訳 　　広島高速５号線のトンネル中間部
　　付近への階段式避難口の整備にあ

　市債 　　わせ、周辺道路の線形改良や拡幅
2億8,150万円 　　を行う。

　一般財源 　　　測量、用地取得等
3,778万円
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
道路施設等への海抜表示シートの設置 648万円

　　津波被害軽減対策の一つとして、
　　津波による浸水が想定される範囲
　　において、標識柱などの道路施設
　　等にその地点の海抜を表示する。

新
地域主体の乗合タク
シー運行支援 195万4千円 地域主体の乗合タクシーの運行につい

て、収支不足に対する地域の負担を軽
財源内訳 減するため、新たに補助を行う。

　一般財源 　（負担区分）
195万4千円 　　地域　収支不足額の１／４

　　国　　過去３年間の収支額に基づ
　　　　　く収支不足見込額の１／２
　　市　　収支不足額から地域の負担
　　　　　額及び国補助金の額を控除
　　　　　した額
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（消　防　局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
消 防 団 の 活 性 化 3,048万1千円 消防団員の確保 2,164万8千円

財源内訳 　（事業内容）
　　①活動服の仕様の見直し

　一般財源 　　②消防団を応援する事業所を登録
3,048万1千円 　　　する消防団応援事業所の表示制

　　　度の導入等

消防団活動の充実 352万7千円

　（事業内容）
　　①火災出動等の災害情報を携帯メ
　　　ールで一斉に連絡するためのシ
　　　ステムの導入
　　②夜間訓練に必要となる照明器具
　　　の整備
　　③自営業者等の消防団員の特定健
　　　康診査の自己負担額を本市が負
　　　担

女性消防団員の活動の活性化 530万6千円

　（事業内容）
　　①女性用制服の仕様の見直し
　　②広報活動用資機材の充実
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
西風新都地区出張所
の新設 1億5,204万4千円 用地取得

財源内訳 　　整備場所　佐伯区石内北五丁目

　市債 　（整備スケジュール）
1億1,300万円 　　

　　27年度　用地取得
　一般財源

3,904万4千円 　　28年度　基本設計

　　29年度　実施設計

　　30・31年度　建設工事

新
消防訓練施設の整備 820万円 災害現場と同様の環境で各種災害対応

訓練が可能な消防訓練施設を整備する。
財源内訳

　　整備場所　佐伯区石内南五丁目
　一般財源 　　　　　　　（西風新都訓練場）

820万円

　（整備スケジュール）

　　27年度　基本設計

　　28年度　実施設計、建設工事

　　29年度　建設工事
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

消防通信指令管制シ
ステムの更新整備 630万円 運用開始から12年目を迎える消防通信

指令管制システムについて、機器の老
財源内訳 朽化等に対応するため、更新整備する。

　一般財源 　（整備スケジュール）
630万円

　　27年度　基本設計

　　28年度　実施設計

　　29・30年度　機器製作・設置

　　31年度　運用開始
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（教育委員会）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
小学校跡施設を活用 　　　　　おがうち

した中山間地域の活 312万1千円 安佐北区小河内地区において、小河内
性化 小学校跡施設を拠点とし、地域おこし

財源内訳 協力隊を活用した地域づくりを進める
ことにより、地域の活性化に取り組む。

　財産運用収入
3万円 　　地域おこし協力隊の募集 33万円

　一般財源 　　　配置人員　１人
309万1千円

　　　任用期間　27年10月～28年３月
　　　　　　　　（最長３年を限度に
　　　　　　　　　再任用可）

　　地域おこし協力隊の活動 279万1千円

　　　活動内容　①地域住民の拠点施
　　　　　　　　　設活用方策の策定
　　　　　　　　　に対する支援
　　　　　　　　②地域住民と連携し
　　　　　　　　　た地域活性化事業
　　　　　　　　　の取組
　　　　　　　　③拠点施設で開催す
　　　　　　　　　るイベントの情報
　　　　　　　　　発信

－36－



事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

子どもの居場所の確
保１２３４５６７ 2億1,669万8千円 放課後児童クラブの増設 1億5,504万2千円

財源内訳 　　待機児童が生じている学区におい
　　てクラスの増設を行う。

　国庫補助金 　　
3,213万9千円 　　　余裕教室利用による増設 3,270万8千円

　県補助金 　　　　開設時期　27年９月
3,213万9千円

　　　（対象学区）
　一般財源 　　　　福木、戸坂城山、安北、口田

1億5,242万円 　　　　東、口田、石内

　　　プレハブ設置による増設 1億2,233万4千円

　　　　開設時期　27年12月

　　　（対象学区）
　　　　大州、宇品東、三篠、井口、
　　　　井口明神、伴南、落合東、矢
　　　　野、五日市中央、五日市東

民間放課後児童クラブ運営費等補助 6,165万6千円

　　待機児童が生じている学区のうち、
　　学校施設の活用等によるクラスの
　　増設が困難な学区において、民間
　　事業者にクラブ運営費等の補助を
　　行う。

　　　開設時期　28年１月

　　（対象学区）
　　　広瀬、牛田、比治山、南観音、
　　　庚午、大町、深川、五日市
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事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

新
外国人学校文化・ス
ポーツ等交流事業補 60万円 外国人学校の児童生徒の社会参加を促
助 進するとともに、市立学校における国

財源内訳 際理解教育を推進するため、外国人学
校に対し、市立学校や地域住民との文

　一般財源 化・スポーツ等を通じた交流事業に要
60万円 する経費の一部を補助する。

　　対象団体　学校法人広島国際学園
　　　　　　　（広島インターナショ
　　　　　　　ナルスクール）、学校
　　　　　　　法人広島朝鮮学園（広
　　　　　　　島朝鮮初中高級学校）

　　補 助 率　１／２

　　限 度 額　30万円

五日市北地区学校給
食センター用地取得 2億2,900万円 五日市北地区学校給食センターに係る

賃貸借契約に基づき、地権者から土地
財源内訳 買取請求があったことから、当該土地

を買い取る。
　市債

1億7,160万円 　　場　　所　佐伯区利松三丁目

　一般財源 　　取得面積　3,933㎡
5,740万円
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（企画総務局・教育委員会・監査事務局）

事　　業　　名 事　　業　　費 説　　　　　　　　　　　 　　　　明

給 与 の 減 額 △224万4千円 本市における行政改革を推進する一環
として、市長等の給与を減額する。

財源内訳
　　減額の内容　　給料月額の５％

　一般財源
△224万4千円 　　実施期間　　　27年７月１日から

　　　　　　　　　31年３月31日まで
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